
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数    　 ：  関西電力の水力発電所施設の固定資産税（償却資産）の税収により類似団体平均を上回って
　　　　　　　　　　　 　いる。しかし、年々減少しているため、その他の歳入の確保に努めるとともに歳出の効率化、
　　　　　　　　　　　 　縮小などに取り組み財政の健全化を図る。
経常収支比率 　 ： 関西電力の水力発電所施設の固定資産税（償却資産）の減少による地方税の減が大きいため
　　　　　　　　　　　　 経常一般財源が年々減少している。一方、公債費は減少はしているが老健会計等への繰出
　　　　　　　　　　　　 金、一部事務組合への補助費等が増加しており、経費の削減は行っているが類似団体平均を
　　　　　　　　　　　　 上回っている。
起債制限比率 　 ： 庁舎、ホール、ふるさと広場等の単独事業、町営住宅建設、経済対策等の事業実施による償還
　　　　　　　　　　　　 が大きく類似団体平均を上回っている。今後においては、起債制限比率を十分注視しながら起
　　　　　　　　　　　   債発行しなければならない。
人口１人当たり　 ： 平成５年度以降において庁舎、ホール、ふるさと広場等の建設事業が続いたため地方債残高
地方債残高　　　　 が急激に増加し、類似団体平均を上回っている。今後は、新規事業の抑制とともに新規起債発
　　　　　　　　　　　　 の抑制、縮小に努めてい きたい。
ラスパイレス指数 ：現在の一般行政職員の構成は高齢化の傾向にあり平均年齢も高く、平成１３年度以降新採用
　　　　　　　　　　　　 がない状況により高い数値となり、類似団体で最も高く、全国市町村平均をも８.１ポイント上
                             回っている。今後においては、地域の民間企業の平均給与状況を踏まえ、給与の適正化に努
                             め、類似団体平均水準まで低下させたい。
人口1000人当たり ：現在、定年退職者が発生してもその補充はしていない。そのため類似団体平均を下回っている

職員数　　　　　　　 今後においても、現状を踏まえた適正配置を考え、適切な定員管理に努める。


